


























































































































































































































































































































































19851989年（46） 41.3 15.2 2.2 14.1 10.9 0.0 0.0 2.2 0.0 14.1
19901994年（45） 32.2 11.1 4.4 8.9 14.4 0.0 4.4 2.2 2.2 20.0
19951999年（46） 34.8 5.4 2.2 5.4 9.8 2.2 6.5 3.3 17.4 13.0
20002004年（51） 29.4 2.0 7.8 2.0 16.7 3.9 3.9 10.8 13.7 9.8
20052009年（50） 39.0 4.0 2.0 8.0 12.0 2.0 2.0 11.0 10.0 10.0
20102014年（53） 52.8 0.0 7.5 4.7 4.7 1.9 2.8 5.7 11.3 8.5
20152019年（54） 52.8 3.7 6.5 4.6 2.8 0.0 0.0 0.9 4.6 24.1
合 計（345） 40.7 5.7 4.8 6.7 10.0 1.4 2.8 5.2 8.6 14.2
＊（ ）は特集テーマの総数
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21）「国土強靭化基本計画」は2014年６月に閣議決定さ
れた。基本目標（理念）に，①人命の保護，②国
家・社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維
持される，③国民の財産及び公共施設に係る被害の
最小化，④迅速な復旧復興，などが掲げられ，15の
個別分野ごとの方針が策定されている。国土保全分
野では「防災施設の整備等のハード対策と警戒避難
体制の整備等のソフト対策を組み合わせた総合的な
対策等」がある。
22）淀川水系流域委員会の「顛末」や「合意形成」の手
法としての評価については，委員として参画した元
河川官僚や研究者による考察（見上 2009，宮本 2010，
山下 2010，吉田 2007）がある。
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